
１．耕作放棄地への導入作物事例

吉田 明・豊 輝久

耕作放棄地は，高齢化の進展，労働力不足等により年々増加
傾向にあり，その解消・発生の防止が急務となっている。耕作
放棄地を解消するためには，その現状を把握した上で，土地条
件の整備を行った後，土地利用調整を行い，再び当該農地が荒
廃しないよう，導入作物を選定することが重要である。農林水
産省では，導入作物の選定の参考として，各地域において耕作
放棄地に作付けされた事例を収集し「耕作放棄地への導入作物
事例」を取りまとめ，事例集として示した。本報では，この導
入作物事例の中から，そば，なたね，マコモダケ，放牧等につ
いて，その内容を紹介する。

（水土の知７６―７，pp．３～６，２００８）
耕作放棄地，導入作物，そば，なたね，茶，山菜類，マ

コモダケ，放牧

２．集落連携による耕作放棄地の再生

福与 徳文

耕作放棄地の再生は，一つの集落では困難であっても，旧村
や学校区単位で複数集落が連携することによって可能となる場
合がある。山形県山辺町作谷沢では，長年の地域づくり活動の
一環として旧村単位で土地利用計画を作成したため，旧村内に
ある無住化集落の耕作放棄地の再生に取り組むことができた。
また高知県いの町 C地区では，休校リニューアルと棚田再生
をリンクさせて学校区単位の地域づくりを進めている。いずれ
の事例でも耕作放棄地対策を資源管理（守り）の問題として捉
えるだけではなく，地域振興（攻め）の問題とリンクさせるこ
とにより，集落連携の障害となる「集落の壁」を克服している。

（水土の知７６―７，pp．７～１１，２００８）
集落連携，旧村，学校区，耕作放棄地，土地利用計画，

休校リニューアル

３．耕作放棄地の農園利用としての継続性に関する事例的考察

九鬼 康彰

都市住民の食や農への関心はますます高まりつつある。そこ
で本報では，都市近郊で耕作放棄地を農園に利用している２
市１町の事例を取り上げ，利用に至った背景や地権者の同意
を得られた理由を明らかにするとともに，利用の継続性を確保
するための地権者との契約方法について事例的に検討した。そ
の結果，①都市近郊では税金対策の側面から農園への利用が有
効であること，②耕作放棄地の周辺の立地施設を含めて検討す
ることによって利用可能性が高まること，③農園への利用は学
習の場として有意義であること，そして④農地貸借の際に貸借
期間に関する覚書を交わすことによって農園としての継続性を
確保できることを明らかにした。

（水土の知７６―７，pp．１３～１７，２００８）
耕作放棄地，農園，契約，継続利用，都市近郊

４．耕作放棄地の解消対策としての地域活性化と
その土台づくり

吾郷 秀雄・石筒 覚・中桐 貴生

中山間地域での耕作放棄地の解消や再発防止に向けた実効的
対策を講ずるには，単に農地管理上の問題のみならず，その背
景に内在する本質的な問題の解決にも注視し，住民自らが地域
活性化への意欲を維持できるような「土台づくり」から取り組
むべきである。筆者らは，耕作放棄地が増大する高知県の中山
間地域の N町 C地区を対象に，アンデスの貧困対策事業で成
果を上げた「自立支援型開発手法」をベースとした地域活性化
のための取組みを実施した。その結果，耕作放棄されていた棚
田の一部が再び管理されるようになり，地区住民の棚田保全に
対する意識向上も確認された。また，地域活性化に向けた地区
住民による自主的な取組みもなされ始めた。

（水土の知７６―７，pp．１９～２２，２００８）
耕作放棄，解消対策，地域活性化，土台づくり，石垣棚

田，自立支援型

農業農村工学会誌第７６巻７号 報文・リポート・技術リポート内容紹介

小特集 耕作放棄地の解消と再発防止

特集の趣旨
政府が２００７年の６月にまとめた「骨太の方針」では，農家の高齢化や後継者不足に伴い増加している耕作放棄地を５
年程度でゼロにする目標が掲げられています。２００５年農林業センサスによれば，耕作放棄地面積は全国で３８万 ha で，
依然として増え続けている状況にあります。これら耕作放棄地を解消していくことは，食料の安全確保はもとより，地域
環境の保全，地域経済の活性化のためにも急務となっています。
このような状況を踏まえ，本小特集では「耕作放棄地の解消と再発防」と題して，基盤整備による耕作放棄地の解消や
今後の耕作放棄地の発生防止対策までも含めた技術的・行政的課題について取り上げることにしました。各地で取り組ま
れている事業，調査・研究について紹介いたします。



５．耕作放棄水田における基盤管理のための土壌物理性の考察

粟生田忠雄・早津 翼

本調査では新潟県の中山間地域を俯瞰する基盤管理のた
め，６５枚の放棄水田について，土壌の水分状態や自生する草
本植物，地理情報および土壌硬度を調査した。その結果次の点
を明らかにした。①調査地区では，湿潤状態の圃場が比較的多
かった。②圃場の水分条件は耕作放棄年数と相関性が低く，圃
場の地理条件や気象条件に依存した。③湿潤タイプ圃場におけ
る作土層の厚さ，および硬盤層の硬度は，耕作中の水田に近似
した。④耕作を放棄しても田面を湿潤に保つことで農地基盤の
破壊が緩和され，かつ放棄年数とほぼ無関係に硬盤の強度が維
持された。⑤乾燥状態の圃場では，畦畔の崩壊等による土壌流
亡や積雪荷重による圧縮のため作土層が薄くなった。

（水土の知７６―７，pp．２３～２６，２００８）
放棄水田，植生，土壌硬度，作土層，微地形

（報文）
基幹水利施設のストックマネジメントの諸課題

北村 浩二・本間 新哉

研究や現場への適用が先行している道路橋梁等の他分野のイ
ンフラ資産のアセットマネジメントに関する事例を参考にしな
がら，基幹水利施設のストックマネジメントを適切に推進して
いくに当たっての諸課題について提言した。具体的には，より
精度の高い劣化予測手法の確立，プロジェクト・ファイナンス
の観点からのライフサイクルコスト（LCC）手法適用上の留意
事項，施設の資産価値や必要な維持補修費を適切に表現するた
めのインフラ会計の導入について提言した。

（水土の知７６―７，pp．２７～３０，２００８）
劣化予測，プロジェクト・ファイナンス，ライフサイク

ルコスト，社会的割引率，インフラ会計

（報文）
田村堀の開発と番水制の成立要因

増野 途斗・岡澤 宏・中村 好男

田村堀は相模川の右岸側支流である小鮎川から取水して上流
側から厚木市の旧岡田村および旧戸田村，平塚市の旧大神村お
よび田村の４カ村を灌漑していた。田村堀の灌漑方法は番水
制で実施され，旧岡田村は「昼夜流量の１／４取水」，旧戸田村
は「夜間のみ取水」，旧大神村と旧田村は「昼間のみの一日替
わりの取水」という水利慣行である。なお，旧大神村は取水堰
を上・下組に分けて，一日替わりの取水に関して上組の取水時
刻が午前で下組が午後，次の取水日は取水時刻が反対で行われ
ている。このような番水制の灌漑方法を実施している田村堀の
開発と番水制の成立要因について検討した。

（水土の知７６―７，pp．３１～３５，２００８）
番水制，配水管理用水量，水利慣行，湛水被害，湿田

（報文）
市民参加による水田周辺水路における生物の分布と

多様性の把握

田中 秀明・佐藤 辰也・長山 政道・河本 智宏

山口 友樹・川嶋 久義

本報告は，農林水産省農村振興局が環境省の協力を得て全国
で実施している「田んぼの生きもの調査」について，平成１３
年（２００１年）から平成１８年（２００６年）の６年間にわたる結
果をとりまとめ，①水田周辺水路に生息する魚類，カエル類の
豊かな種の多様性，②これらの固有種や希少種，また外来種に
ついて地理的分布の特徴，③水路の構造が与えるその生態系へ
の影響，④市民参加を進めるための調査体制と調査手法などを
明らかにし，さらに⑤本調査に係る今後の課題と展開方向を指
摘したものである。

（水土の知７６―７，pp．３７～４２，２００８）
生態系調査，市民参加，淡水魚，カエル，希少種，外来

種

（リポート）
新潟県中越沖地震における集落排水施設の被災と今後の課題

渡辺 仁・高橋 紀男

「平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震」は，３年前の新潟
県中越大震災の惨禍から，ようやく復興に歩み出した地域に再
び被害をもたらした。ここでは，被害の大きかった農業集落排
水施設について，被害の主要因と考えられる液状化対策を中心
に，被害状況とその被害の特徴，復旧に向けた対応状況ならび
に今後の課題について報告する。

（水土の知７６―７，pp．４３～４６，２００８）
地震，農業集落排水，災害，復旧，液状化

（技術リポート：北海道支部）
大区画圃場において水口配置の違いが初期灌水量に与える影響

久保 雅俊・千葉 佳彦

大区画圃場における水口配置の違いが代かき作業水の初期灌
水量へ与える影響を検討するため，隣接した２つの耕区で配
置の異なる水口（片側取水および両側取水）から同時に取水を
行い，入水試験を実施した。その結果，取水強度が同一の場合
では，水口配置の違いによる初期灌水量，灌水時間に統計上有
意な差はなく，原口・古木（１９９５）が提案した初期灌水時間
の予測モデルとの整合性も良いことから，事前に予測モデルを
活用することの妥当性が確認された。片側取水は両側取水に比
べ用水路延長が短縮できるためコスト縮減が図れるが，大区画
圃場の水口配置については，①初期灌水量の増加を緩和する取
水方法の検討，②取水を分散させることによる冷水被害の軽減
対策など，水管理の利便性と作物の生育，整備コストのバラン
スが今後の課題である。

（水土の知７６―７，pp．５２～５３，２００８）
大区画圃場，水口配置，灌水量，灌水時間，水足進行



（技術リポート：東北支部）
千貫石ため池の堤体改修設計

藤川 直人

岩手県金ヶ崎町にある「千貫石ため池」は，３００年以上前に
築造され，人柱の言い伝えもあるなど，歴史のあるため池で，
この地域の農業用水の主水源となっている。近年，堤体下流法
面に湿潤部が認められ，特に平成５年の釧路沖地震以降漏水
量が多くなるなど，堤体の安定性の低下要因となっている可能
性が高いことから，既設堤体の全面調査とともに，改修のため
の堤体設計を行った。本報では，その概要について紹介する。

（水土の知７６―７，pp．５４～５５，２００８）
ため池，既設堤体の安定性，押さえ盛り土工法，浸潤

線，県営防災ダム事業

（技術リポート：関東支部）
農業集落排水処理施設における硫化水素ガスの発生抑制対策

吉田 悟

農業集落排水施設における旧式の汚水処理施設では，施設の
老朽化とともに硫化水素ガスによるコンクリートの劣化や悪臭
の発生が問題となっていることがある。このため，群馬県太田
市（旧新田町）の下田中地区では汚水処理施設を改築すること
になったが，基本設計で検討した結果，ライフサイクルコスト
の縮減を図り，硫化水素ガスの発生を根本的に抑制するために
は，処理方式の切り替え，改築が必要であり，既存処理水槽を
そのまま活用し処理方式の切り替えが行える処理方式に改築す
ることとした。処理方式を切り替え，改築することの効果は，
コンクリートの劣化防止，処理性能の高度化，臭気対策があ
る。本報では，当地区で実施設計および工事施工に当たって検
討した内容，事業完了後の事後評価の結果について紹介する。

（水土の知７６―７，pp．５６～５７，２００８）
農業集落排水施設，硫化水素ガスの発生抑制，JARUS-

III型，JARUS-X IVG 型，機能強化対策，仮設膜処理

（技術リポート：京都支部）
堤体基礎地盤の応力解放に伴う N 値の低下

萩尾 俊宏

宮川用水第二期農業水利事業では，不足する用水を確保する
ため地区内に貯留タイプの水源施設として，有効貯水量２００
万m３の斎宮調整池の建設を進めている。本報では，掘削に伴
う応力解放により N 値が低下した堤体基礎地盤が，設計時の
強度を有しているかについて確認するため，N 値低下後の堤
体基礎地盤からサンプリングした試料を用いて各種試験を実施
し，それが設計時の強度を有していることが確認されたことか
ら，管理基準の見直しを行った事例を報告する。

（水土の知７６―７，pp．５８～５９，２００８）
堤体基礎地盤支持力，応力解放，N 値，均一型アース

フィルダム，斎宮調整池

（技術リポート：中国四国支部）
FRP型膜分離活性汚泥方式による農業集落排水処理施設の設計

渋谷 修司・清藤 直人

汚水処理において高度な処理水質が要求される場合に，膜分
離活性汚泥方式は極めて有力な方式であるが，これまでは鉄筋
コンクリート構造（「RC型」）が主体であり，設計・施工の容
易さとコストの縮減が課題であった。本報は，低コストで小規
模向けの FRPタイプ膜分離活性汚泥方式（JARUS-FM型，本
報では「FRP型」と呼ぶ）を，全国で初めて農業集落排水処
理施設に採用し，好成績を得ている高知県梼原町四万川地区を
事例に，その特徴や計画・設計面での留意点について紹介する
ものである。

（水土の知７６―７，pp．６０～６１，２００８）
農業集落排水施設，膜分離活性汚泥方式，汚水処理，

JARUS-FM，FRP

（技術リポート：九州支部）
総合評価落札方式によるファームポンド工事の発注

西園 一登・西久保浩朗

品確法の制定により公共工事の価格および品質に総合的に優
れた内容が求められるようになったことを受けて，鹿児島県
（本県）でも総合評価落札方式による工事発注の気運が高まっ
ている。本報で紹介するファームポンド工事は，本県が県営畑
地帯総合整備事業（担い手育成型）知名西部地区に建設してい
る PCコンクリ－トファームポンド（内径３１．６m，有効水深
１０．５m，有効貯水量８，０００m３）だが，奄美群島の南端に位置
する沖永良部島という離島で劣悪な状態でのコンクリート工事
が予想されるため，県内でもまだ事例の少ない総合評価落札方
式による工事発注形態をとり，悪条件を克服した施工計画がで
きあがった。現在はそれに基づいて施工中であるが，総合評価
の評価項目の検討から，最終的に落札した業者の施工計画書の
作成までの経緯・手法について紹介する。

（水土の知７６―７，pp．６２～６３，２００８）
工事発注，入札，ファームポンド，総合評価落札方式，

施工計画
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